
第１号議案 別添１ 
 

2025 年度 事業報告書 

（2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日まで） 

 

一般財団法人中西奨学会 

 

Ⅰ 実施事業の状況 

1. 育英奨学事業 

1) 新規奨学生の採用 

奨学生選考委員会の承認に基づき、別紙(1)「2025 年度 新規採用奨学生推薦依頼学

校一覧」に記載の各校に対し奨学生の募集を実施した。 

結果、48 名の学生を当会の奨学生として採用した。 

 

区分 
新規採用生 

月支給額 
募集 採用 

高等学校 

公立 8 名 6 名 
20,000 円 

私立 2 名 2 名 

小計 10 名 8 名  

高等専門学校 
国公立 9 名 7 名 30,000 円 

小計 9 名 7 名  

大学/大学院 

国公立 21 名 22 名 
70,000 円 

私立 13 名 11 名 

小計 34 名 33 名  

合計 53 名 48 名  

 

2) 2025 年度の奨学金給付額 

前年度からの継続者 58 名と新規採用生 48 名の合計 106 名に対して、奨学金を 

支給した。 

区分 継続 新規 合計 年支給額 

高等学校 
公立 6 名 6 名 12 名 2,880,000 円 
私立 2 名 2 名 4 名 960,000 円 

高等専門学校 国公立 21 名 7 名 28 名 10,080,000 円 

大学/大学院 
国公立 21 名 22 名 43 名 36,120,000 円 
私立 8 名 11 名 19 名 15,960,000 円 

合計 58 名 48 名 106 名 66,000,000 円 

 

2. 研究助成事業 

理事会にて既承認の予算 500 万円（5 件相当）に対して 13 件の申請があり、5 件を採

用し総額 500 万円を支給した。 
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助成機関名 支給 分野 課題名 

横浜国立大学 

渕脇 大海 
100 万円 

産業用機械に 

関する分野 

高精度と高い汎用性を併せ持つ４軸精密

作業ロボットの実現 

東北大学 

根岸 雄一 
100 万円 

化学系材料に 

関する分野 

原子精度精密制御技術を駆使した高機能

エネルギー・環境担持触媒の開発 

兵庫県立大学 

小簑 剛 
100 万円 

物理系材料に 

関する分野 

エクサスケールコンピュ―タへの応用を

指向した光集積回路に実装が可能なリン

グ型マイクロ光源の設計に関する研究 

京都大学 

大前  仁 
100 万円 

化学系材料に 

関する分野 

免疫系の制御を可能にするシアリル硫酸

化オリゴ糖類の高効率合成法開発 

京都大学 

安達 眞聡 
100 万円 

地球環境に 

関する分野 

湿度環境下における太陽光発電パネルの 

発電量低下を回復するための静電クリー

ニングシステム 

 

Ⅱ 機関運営に関する事項 

1. 役員等の状況 

2026 年 4 月 1 日現在、役員等の一覧は別紙(2)の通り。 

 

2. 会議の開催 

1) 理事会 

第 1 回定時理事会（2025 年 5 月 26 日/現地とオンライン（Zoom）のハイブリッ

ト開催） 

－議事－ 

第 1 号議案 2024 年度事業報告、計算書類および公益目的支出計画 

実施報告の承認に関する件 

第 2 号議案 評議員会の決議の省略に関する件 

第 3 号議案 常務理事の選任に関する件 

第 4 号議案 選考委員の選任に関する件 

全議案承認可決 
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第 2 回定時理事会（2026 年 3 月 2 日/現地とオンライン（Zoom）のハイブリット

開催） 

－議事－ 

第 1 号議案 2026 年度事業計画書及び収支予算書の承認について 

全議案承認可決 

 

2) 評議員会 

第 1 回臨時評議員会（2025 年 5 月 2 日/みなし決議） 

－議事－ 

第 1 号議案 理事、評議員の選任に関する件 

全議案承認可決 

 

第 1 回定時評議員会（2025 年 6 月 20 日/みなし決議） 

－議事－ 

第 1 号議案 2024 年度事業報告、計算書類および公益目的支出計画実施報告

の承認に関する件 

第 2 号議案 一般財団法人中西奨学会定款の改定について 

全議案承認可決 

 

 

Ⅲ 監督官庁への届出に関する事項 

◆2025 年 6 月 30 日申請：「公益目的支出計画実施報告書等の提出」 

2024 年度中の実施事業（奨学金・研究助成金支給事業）の状況につき、報告書を提

出した。 

 

Ⅳ 契約に関する事項 

該当事項なし。 

 

Ⅴ 事業報告書の附属明細書について 

2025 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第

34 条第 3 項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在し

ないので作成しない。 

 

以上 


